
 

 

 

           

 

 

      

Ｖｏｌ．５０  ２００８年０２月１４日 

 

ロンドン協定による欧州特許の翻訳文提出免除について 

 

ロンドン協定が２００８年０５月０１日付で発効することに伴い、当該協定の批准又は加入国（２００８

年０２月１３日時点で下記の１４カ国）においては、欧州特許庁の３つの公用語（英語、フランス語、ドイ

ツ語）のいずれかの言語で出願し当該協定の発効日以降に欧州特許公報に掲載される欧州特許の明

細書については、当該国の公用語への翻訳が不要となります。 

 

記 

１． 欧州特許庁の３つの公用語（英語、フランス語、ドイツ語）のいずれかの一つを公用語としている当

該協定の批准又は加入国（現在ではフランス、ドイツ、リヒテンシュタイン、ルクセンブルク、モナコ、

スイス及び英国の７カ国）においては、欧州特許の明細書について当該国の公用語への翻訳文の

提出が不要となります。 

但し、欧州特許のクレームについては、従前通り、欧州特許庁の他の２つの公用語への翻訳文が

必要です。特許法制定の目的に係る条文の文言の修正 

２． 欧州特許庁の３つの公用語（英語、フランス語、ドイツ語）のいずれも公用語としていない当該協定

の批准又は加入国（現在ではクロアチア、デンマーク、アイスランド、ラトビア、スロベニア、スウェー

デン及びオランダの７カ国）においては、欧州特許の明細書について当該国の公用語への翻訳文

の提出が不要となります。 

但し、欧州特許のクレームについては、従前通り、当該国の公用語への翻訳文が必要です。 

また、この７カ国中、クロアチア、デンマーク、アイスランド、スウェーデン及びオランダにおいては、

更に欧州特許の明細書の英訳文を提出する必要があります。 

以上 
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